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2014年確定闘争スタート
引上げ勧告は「ぎりぎりまで見極め」、引下げ給料表は「勧告通り」！
この間の賃金カットを踏まえれば、引上げは最優先事項！当局はご都合主義をやめよ！
　県労連は10月28日、14確定闘争として、副知事回答交渉・第1回幹事団交渉を行いました。（3ページ表参照）

財源不足は経営責任！

　この中で、黒川副知事、中田労務担当局長ともに、「毎度おなじみの」財源不足を強調しました。

　しかし、この間の職員の賃金カットによる「協力」を踏まえれば、交渉の席上で、堂々と主張できる話ではありません。本当に財源不足だとすれば、それは経営責任の問題であり、職員の賃金を値切るネタに使うことは恥ずべき行為です。

「いいとこ取り」は許さない！

　賃金改定について労務担当局長は、「人事委員会勧告を尊重する」としながらも、「財政的に厳しい。ぎりぎりまで見極めたい。」と今年度賃金の引き上げ勧告を留保する一方で、最高で約３％の引き下げとなる来年度の賃金改定は「勧告に基づき実施」とするなど、まさにご都合主義の「いいとこ取り」の回答を行いました。都合のいい勧告だけを実施することは到底容認できるものではありません。

　また、給与の総合的見直しに関する経過措置（現給保障）については、人事委員会が３年を目途（職により職員分布が異なるため）と勧告しているにもかかわらず、これを「３年を限度」と提案し、その根拠を「給与の総合的見直しによる引き下げは、最大国が４％に対して本県３％と一定の配慮がされている。国より引き下げ幅は小さい本県が国の経過措置を上回ることはできない。」と、何ら根拠とは言えない説明に終始していました。

「同じ仕事」なら、専門職を配置する意味があるのか

　現在、人事異動によって専門職が本庁職場に異動する場合、給料表間の異動もありますが、額に差がある場合、現給保障されています。

　今回当局は、この現給保障の廃止を提案してきました。その理由は、「同じ仕事をしているのに給料が異なるのは公平性を欠く」というものでした。

　しかし、事務職と同じ仕事をさせるのであれば、わざわざ専門職を配置する必要があるのでしょうか？
　現給保障が廃止されれば、給料の下がる異動を希望する職員はいなくなり、人事異動が成り立ちません。

４％カットは労使合意どおり今年度まで

　現行の４％、６％の賃金カットについて県労連がただしたところ、労務担当局長は「労使合意どおり、今年度末で終了」と当然といえば当然の回答をしました。

非常勤職員の残業割増率を削減提案
　現在、非常勤職員の残業手当の割増率は、その時間帯によって、125/100、150/100となっていますが、当局はこれを「労基法を上回る」として、短時間再任用職員と同様に、7時間45分までは100/100に引き下げる提案を行いました。

　労基法は、最低基準を定めているもので、「上回ってはいけない」ものではありません。むしろ短時間再任用の割増率を改善すべきです。

　このような非正規職員に対する「下方平準化」攻撃に対しても徹底的に闘います。

　交渉の最後に芹沢県労連議長は、「これまでの賃金カットを踏まえれば、引き上げ勧告は最優先されるべきだ。人事委員会勧告の都合のいいところだけを取るのはおかしい。労使で交渉をまとめ上げる努力が必要だ。」として、この日の交渉を終了しました。
	労務担当局長の回答要旨

	基本姿勢
	○緊急財政対策による2年間の給与削減への協力に感謝する。

○2013年度の決算は税収の好調、地方交付税の増額により黒字となった。2014年度は税収に足踏みがあるものの、税収については当初予算を確保できる見込みである。その一方で、海外経済の下振れ等懸念材料が多く注視しており、予断を許さない状況である。

○2015年度予算であるが、過日依命通知が出たとおり県税収入、地方譲与税で870億円の増収が見込めるものの、地方交付税、臨時財政対策債の減額による歳入減、市町村への税交付金による歳出増により、一般財源の実質的な増収は110億円にとどまる。一方、歳出面では、人件費や介護・措置・医療関係費など義務的経費の大幅な増加に加え、政策的経費も増えることから、550億円の財源不足が見込まれる。

○人事委員会勧告の完全実施によりさらに85億円上乗せとなる。県財政は引き続き厳しい状況にある。
○公務員に対する厳しい目が向けられているのが現状。透明性の確保と説明責任が求められている。

○職員の労働条件等に関する課題は少なくないが、長年培ってきた労使の信頼関係を踏まえ、「自主交渉・自主決着」の立場を堅持し、誠意をもって話し合っていきたい。

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○月例給については、民間より県が1,698円（0.42%）下回っているため、給料表を引き上げる県人事委員会勧告が出された。

○期末・勤勉手当の支給月数については、民間より県が下回っているため、勤勉手当で0.15月分引き上げる勧告が出された。勤勉手当で実施した場合の成績率は、良好66→72.5、優秀72.5→79.5、特に優秀79→87

○勧告を受けたが、今年度も給与の減額措置を実施しており、厳しい財政状況下においては、ぎりぎりまで見極める必要がある。

○地域手当は、2015年度も引き続き一律10％としたい。
○行（1）6級相当以上の職員の給与減額措置（6級相当は0.35％、7級相当以上は0.55％の減額）は、給与の総合的見直しの経過措置終了後に廃止したい。
○給料表を異にする異動をした場合の措置（現給保障）は、2015年3月末をもって廃止したい。
○交通用具使用者に係る通勤手当については、国に準じて改定したい。2015年1月実施。

○単身赴任手当、管理職員特別勤務手当については、国に準じて改定したい。

	退職手当
	○退職手当の調整額については、国の動向を踏まえ対応したい。

	給与制度の総合的

見直し
	○県人事委員会勧告で示された給料表の引下げ改定を行う。経過措置（現給保障）は3年を限度としたい。

○号給追加は、すでに国を上回っており、最高号給も国より少ないため実施しない。

	高齢層職員の

昇給・昇格制度
	○昇給制度について、55歳を超える職員（行（2）、医（1）は57歳を超える職員）は、標準の成績では昇給しないこととし、特に良好、極めて良好の場合は、1号の昇給に抑制したい。2015年1月実施。

○昇格制度についても、最高号給を含む高位の号給から昇格した場合の給料月額の増加額について国に準じて縮減したい。2015年4月実施。

	給与・旅費制度
	○人事・給与システムについては、2017年度から新しいシステムの稼働を予定。情報提供を行いながら、小委員会で引き続き話し合っていきたい。

	福利厚生の充実
	○厚生福利振興会が一般財団法人になったことにより検討が必要。課題が出た場合は、必要に応じて話し合う。

	総労働時間の短縮
	○職員の健康管理の面から、またコスト意識をもって一層進めていく必要がある。

○管理監督者の意識啓発が重要である。マネジメントサポートシステムの確認項目に取り入れ、マネジメント能力の向上を図るようにしている。

○全庁一斉ノー残業デーの取組み、グループウェアにノー残業デーの表示をするなど、総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。

	メンタルヘルス対策等の強化
	○安心して働ける職場環境の整備については、健康管理センターや地共済でさまざまな施策を進めてきた。
○今年度、職場リハビリをする職員に対する傷害保険制度の導入を実施、また、10月から採用5年目の職員を対象に保健師による面談を行っている。マイ健康ポータルも開設した。
○現在、月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務をした職員を対象に、本人の申出または産業医の判断で産業医による面接を実施。今後は、月80時間超をした場合には全員を面接対象とする改善を図る。

○セクハラ対策については、法改正に基づき適正に対応していく。

	休暇制度の充実・改善
	○休暇もコスト。公務員を取り巻く厳しい状況の中で、これ以上の新設や拡充は難しい。
○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者の叔父・叔母は対象外としたい。
○配偶者同行休業制度については、労使で話し合い、早期に制度化を図りたい。

	次世代育成対策強化
	○子の看護休暇日数の拡充、退職手当算定にあたり育児休業期間の除算率の改善を図ってきた。

○引き続き働きやすい環境づくりに意を用いる。

	臨任・非常勤職員の勤務条件改善
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難である。

○非常勤報酬については、正規職員の決着後にあらためて相談したい。

○３／４非常勤の時間外勤務の割増率について、7時間45分までは、現行の125/100を100/100としたい。

	高齢期における職員の雇用問題
	○雇用と年金の接続をめぐる再任用職員の諸課題については、国の動向を注視しながら、しかるべき場で話し合っていきたい。

	人事制度改革
	○2010年4月からキャリア選択型人事制度を導入し、研修体系の充実も図ってきた。

○引き続き話し合っていきたい。


2014　県労連確定闘争日程
○10月30日（木）支部代交渉

県労連報告集会

自治労県職労総決起集会

18時30分～　県労連会議室

○11月4日（火）第2回幹事団交渉

○11月5日（水）県労連総決起集会

18時30分～　関内ホール

○11月6日（木）第3回幹事団交渉

○11月10日（月）決議文手交

○11月12日（水）幹事団交渉（最終）

自治労県職労拡大評議委員会


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































